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要　　旨�

　カナダのオンタリオ州においてはconsumer/survivor initiativeと呼ばれる、精神障害当事者による事

業が展開されている。本稿においては、それらの事業の概要を述べ、続いて、それらの事業に含まれ

るビジネス活動（オルタナティブ・ビジネス）においてセルフヘルプ・グループの原理がどのように

働いているのかを述べる。最後に、２つの事例を通してオルタナティブ・ビジネスの団体と専門機関

との関係に焦点をあてることで、オルタナティブ・ビジネスの課題を浮かび上がらせたい。（なお、

充分な訳語ではないが本稿においてはconsumer/survivor initiativeの訳語として当事者事業という語を

あてる。）
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１．オンタリオ州における当事者事業�

　カナダにおいては、1950年代に、精神科治療における抗精神病薬の導入を通して、精神科病院のベッド数を

削減するいわゆる脱施設化が進められるようになったが、オンタリオ州においては1959年から1961年をピーク

として入院患者数が減少し、1960年の時点で19,501人であった入院患者数が1982年の時点で4,514人となった （Forchuk 

et al., 2007）。しかしながら、地域における受け皿が充分でなかったため、ホームレスの増加という深刻な事態

を迎える。そこで、1970年代より、地域におけるサービスの充実が政策的に進められるようになり、1988年に

は、行政の報告書(グラハム報告)において、精神障害当事者自らがコントロールする組織による活動が精神保

健システムの基本的な機能の一つとして位置づけられた（Graham, 1988）。

　このような背景のもと、1991年にはオンタリオ州の保健省（Ministry of Health 現Ministry of Health and 

Long -Term Care）は不景気対策プログラムの基金310万カナダドルを精神障害当事者の雇用を促進するための

プロジェクトに対して支給することを発表し、公募がおこなわれた。選考の結果、42のプロジェクトが選ばれ

たが、半数以上が、独立した当事者組織によっておこなわれていた１。1992年以降も保健省は別の財源から資

金提供を継続したが（350万カナダドル／年）、焦点は当初の雇用促進からグループの立ち上げや運営への支援、

当事者のスキルの強化といったことがらにまで広げられた。また、資金提供の対象となったプロジェクトをお

こなう組織のなかで、独立した当事者組織の比率は高まり、1993年の時点で資金提供を受けていた36のプロジ

ェクトのうち、33のプロジェクトが独立した当事者組織によっておこなわれていた。（松田, 1998, 2002, 2007）

　一方、1991年に、当事者事業を技術的にサポートし、モニタリングをおこなう組織として「精神障害当事者

開発イニシアティブ」（Consumer/Survivor Development Initiative：ＣＳＤＩ）［現「オンタリオ・ピア開発イ

ニシアティブ」（Ontario Peer Development Initiative：ＯＰＤＩ）］が結成された。発足当初、ＣＳＤＩのスタ
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ッフには精神障害当事者でないスタッフも含まれていたが、1993年にはすべてのスタッフが精神障害当事者と

なった。（松田, 1998, 2002, 2007）

　当事者事業には、精神障害当事者が仲間と交流できるドロップイン・センターや、精神障害当事者に社会資

源の情報や政策関連の情報を提供する情報センターなどがあるが、そこには精神障害当事者によるビジネスも

含まれている。精神障害当事者によるビジネスは、1980年代以降、オンタリオ州各地で展開され、オルタナテ

ィブ・ビジネス（Alternative Business）と呼ばれるようになった。1992年、トロントにおいて経済活動に関す

る大会がＣＳＤＩによって開催されたが、そこにコミュニティ・ビジネス２をおこなう９つの当事者組織が集

まり、それらの人びとから、ロビー活動をおこなうグループ、オルタナティブ・ビジネスをサポートするネッ

トワーク、リーダーシップ・トレーニングを求める声が出された。そして、1993年に、オルタナティブ・ビジ

ネスをサポートする当事者組織である「当事者ビジネス協議会」（Consumer/Survivor Business Council）［現

「オンタリオ・オルタナティブ・ビジネス協議会」（Ontario Council of Alternative Businesses：ＯＣＡＢ）］が

設立された（Capponi, n.d.）。

　オンタリオ州においては、精神保健に関する事柄について州政府への政策提言等をおこなう組織として「ザ・

パートナーシップ」（The Partnership）と呼ばれる、６つの団体から構成される組織が活動をおこなっている

が、ＯＰＤＩ（旧ＣＳＤＩ）は、「カナダ精神保健協会」（Canadian Mental Health Association：ＣＭＨＡ）や、

トロントにあった４つの精神科病院が統合されて設立された「嗜癖・精神保健センター」（Centre for Addiction 

and Mental Health：ＣＡＭＨ）といった専門職者主導の団体と並んで、その一員となっている。（Centre for 

Addiction and Mental Health, 2008）

　また、オンタリオ州では精神保健システムの地方分権化が進められ、2006年には、州内の14に分けられたそ

れぞれの地域において保健サービスに関わる計画、統合化、資金提供をおこなう「地域保健統合ネットワーク」

（Local Health Integration Network：ＬＨＩＮ）と呼ばれる組織が設置された（Local Health Integration 

Network, 2008; Ministry of Health and Long-Term Care, 2008）。そして、トロントでは、「トロント中央ＬＨＩ

Ｎ」に当事者事業の声を届けるために、７つの当事者事業の団体からなる「トロント中央ＬＨＩＮ当事者事業

ネットワーク」（Consumer Survivor Initiative Network of the Toronto Central LHIN）が結成された（Consumer 

Survivor Initiative Network of the Toronto Central LHIN, n.d.）。

２．オルタナティブ・ビジネスの根底を流れるセルフヘルプ・グループの文化�

　以下、当事者事業に含まれるオルタナティブ・ビジネスについて述べたい。

　トロントでは、地下鉄やバスなど公共交通機関を使って書類を配達する「エイウェイ・エクスプレス」（A-

WAY Express）、清掃をおこなう「フレッシュ・スタート」（Fresh Start）、レストランの「レイジング・スプ

ーン」（Raging Spoon）、精神科病院（ＣＡＭＨ）内の喫茶店「アウト・オブ・ディス・ワールド・カフェ」（Out 

of This World Caféといったオルタナティブ・ビジネスの団体が営業をおこなっている３。筆者は、1997年以降、

何度となくそれらの団体を訪れたが、その間に急速に大きく発展した団体として「パークデイル・グリーン・

サム・エンタープライズ」（Parkdale Green Thumb Enterprises：ＰＧＴＥ）がある。

　2000年に筆者がＯＣＡＢの事務所を訪れたとき、ＯＣＡＢのスタッフから、小さなグループ・ワークがおこ

なわれているという話を聴いた。ＯＣＡＢは「パークデイル・アクティビティ・レクリエーション・センター」

（Parkdale Activity-Recreation Centre：ＰＡＲＣ）というドロップイン・センターの２階に事務所を構えていた

が、ＰＡＲＣは、脱施設化によってホームレスの人たちが多く暮らすことになったパークデイルという地域に
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1980年代に創設され、精神障害当事者と非精神障害当事者とが共同で運営しているセンターである。ホームレ

スの人たちを支援する活動もおこなわれている。グループ・ワークは、ＯＣＡＢとＰＡＲＣとが共同で設立し

た精神障害当事者の組織「パークデイル経済資源委員会」（Parkdale Economic Resource Committee：ＰＥＲ

Ｃ)によるものであった。スタッフがＰＡＲＣに来ている利用者に声をかけ、ビジネスに関心のある人たちを集

めて（たとえば、後述する『ワーキング・ライク・クレイジー』の上映会を開くといった方法も用いられた）、

ビジネスについて語り合うグループが結成された。“グループのメンバーのなかにはきちんと他の人の話を聴

くことのできない人がいるけど、それはけっして病気だからそうなのではなく、人の話をきちんと聴くという

教育を受ける機会を奪われてきたからなんだよ”とスタッフが話してくれたのが印象に残っている。

　そして、その４年後に筆者がＯＣＡＢの事務所を訪れたとき、かつての小さなグループがＰＧＴＥという、

商店会と契約を結び、街頭の花壇などの手入れをおこなうオルタナティブ・ビジネス団体に成長していたこと

を知った。最初の契約を得たのが2001年のことであった。常勤のビジネス・マネージャー、現場マネージャー、

ビジネス・デベロッパーに加えて、パートタイムの従業員約40名が勤務している。ＰＧＴＥのパンフレットに

は以下の言葉が載せられている。「パークデイル・グリーン・サムの使命は、本物の給料のための本物の仕事

を開発することです。私たちはそれをおこなうことで、生活の水準、自己評価、そしてコミュニティの感覚を

向上させるのです。」（Parkdale Green Thumb Enterprises, n.d.）

　この言葉からは、ＰＧＴＥが、単なる営利目的のビジネスではなく、精神障害当事者が貧困、孤立、自己否

定から解放され、人間らしい生活を営むための活動を目指していることがよくわかる。ちなみに「本物のお金

のための本物の仕事を」（Real work for real money）は、｢本物の仕事｣ではない職業訓練プログラムや授産事業

への批判を込めて、オルタナティブ・ビジネスの広がりとともに主張されたスローガンである。ＯＣＡＢが発

行した資料『私たちには可能性があるんだ！！』（Yes We Can! !）においては、「コミュニティ・ビジネスは職

業リハビリテーション・プログラムではない。職業リハビリテーションというのは、体制化されたサービス・

システム内においておこなわれる一連の専門職的実践である。それらが心地よいかそうでないかに関係なく、

当事者は「クライエント」あるいは「利用者」としてそれらの実践に反応し順応するように求められるのだ。

コミュニティ・ビジネスは精神科サバイバーのニーズに合った実践を創り出すことで、このような力関係を逆

転させるのだ」とされ、自分たちのビジネスは「『授産』ではない。コミュニティ・ビジネスは（作られた仕

事ではなく）本物のお金のための本物の仕事を提供するのだ」（Ontario Council of Alternative Businesses, 1995, 

pp.7-8）とされる。

　『ワーキング・ライク・クレイジー』（Working Like Crazy）という、精神障害当事者の協力によって創られ

た、１時間ほどのドキュメンタリー・ビデオ作品がある（Basen & Sky, 1999）。トロントにあるオルタナティ

ブ・ビジネス団体で働く人びとが登場し、自らの個人的な体験を通して、ビジネスの意義、そしてそれぞれの

生活や人生を語っている。そして、そこで描かれているのは、働く精神障害当事者個人の姿だけでなく、苦し

い状況を生きのびてきた人びとがその体験を通してつながりあっているコミュニティの姿である。

　また、先述のＯＣＡＢが、『ワーキング・フォー・ア・チェインジ』（Working For A Change）という、オル

タナティブ・ビジネスを始める精神障害当事者のためのハンドブックを出版しているが、そこで提案されてい

るリーダーシップ・トレーニングの第一段階は、人びとが自らの個人的な体験を同じような体験をしてきた人

たちのグループのなかで振り返り、語ることである（Ontario Council of Alternative Businesses, 2002）。

　オンタリオ州のオルタナティブ・ビジネスに長年関心を寄せ続けてきた研究者、キャサリン・チャーチ（Kathryn 

Church）は次のように述べている。「精神障害当事者がコントロールするビジネスというのは、同じような体

験を共有する人びとが、仲間、そしてともに働く者として、集まり、お互いの間で関係を築くことができる場
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である。空間と時間が精神障害当事者のために提供され、精神障害当事者は自分たち自身の目的のために集い、

自分たち自身の言葉で語る。専門職者による介入も〔精神障害当事者を〕『統合』しようとする企てもないの

である。そこでうながされるのは、メインストリームの社会や専門職者とのつながりではない。精神保健セル

フヘルプ運動やその潜在的な力とのつながりである。」（Church, 1997, pp.24-25）

　オルタナティブ・ビジネスは単なる営利目的の活動ではない。オルタナティブ・ビジネスの根底にあるのは

セルフヘルプ・グループの原理である。人びとはオルタナティブ・ビジネスを通して、経済状況を改善させる

だけでなく、体験や感情を分かち合うことを通して、孤立からときはなたれ、生きるための知恵や希望を得、

自尊感情を高めていることが、以上のビデオや記述からうかがえる。

３．オルタナティブ・ビジネス団体と専門機関との関係�

　しかしながら、もちろん、オンタリオ州における当事者事業は何の困難にも直面せずに発展しているわけで

はない。さまざまな困難のうちの一つは、オルタナティブ・ビジネスが専門機関に吸収される危険があるとい

うことである。以下で２つの事例を示したい４。 

（１） 「ブラントフォード職業トレーニング協会」

　オンタリオ州南西部にある人口９万人ほどの市であるブラントフォードに「ブラントフォード職業トレーニ

ング協会」（Brantford Vocational Training Association：ＢＶＴＡ）という団体がある。1990年代前半に設立さ

れた精神障害当事者の団体であり、「クイック・バイト」（Quick Bite）というケータリングとレストランの店

を経営していた。レストランの客足が減少するといった危機を乗り越え、経営を継続していたが、スタッフが

交代し、理事会のメンバーが辞めるという不安定な状況が生じ、1999年にカナダ精神保健協会（ＣＭＨＡ）の

ブラント郡支部が、ＢＶＴＡの代表と理事会を代行することになった。その後、「クイックリーン」（QuicKlean）

という清掃事業と、「バーニング・メモリーズ」（Burning Memories）という、写真を電子化しスライドショ

ーを作成する事業を始めたが、一方で、2006年に「クイック・バイト」は営業を停止し、現在に至っている。 

（Brantford Vocational Training Association, n.d.）

　ＢＶＴＡは、このようなビジネスと並行して、いくつかのピア・サポート・プログラムを展開している。「友

から友へ」（Friend to Friend）プログラムは、一対一でおこなわれるもので、精神障害当事者のボランティア

が、退院した精神障害当事者や治療を受けている当事者に対して、地域社会で生活するためのサポートをおこ

なうプログラムである。「私たちは気にかけていますよ」（We Care）プログラムは、精神障害当事者のボラン

ティアが病院を訪問し、シャンプー、石鹸、消臭剤、歯ブラシといった品物の詰め合わせを届けるものである。

混乱しておりそういったものをもたずに入院した人たちやこれから退院する人たちが利用している。品物は会

社やホテルなどから寄付されたものを用いている。それに加えて、地域の社会資源の情報を入院患者に伝える

などして入院患者の退院をサポートする活動もおこなっている。「類は友を呼ぶ」（Birds of a Feather）サポー

ト・グループは、毎月開かれている、身の周りのことを語り合うグループであるが、参加者を増やすために、

2008年の秋からは、代わって、クリスマスパーティや映画会といったイベントを開くことが考えられている。

このようにＢＶＴＡでは、ビジネスとピア・サポートが活動の二本柱となっている。

　筆者は、2008年９月にブラントフォードのダウンタウンにあるＢＶＴＡの事務所を訪問し、プログラム開発

ディレクターのマーサ・リビアック（Martha Rybiak）氏からＢＶＴＡの活動の様子についてインタビューを

おこなった。筆者は1999年にＣＭＨＡがＢＶＴＡの代表と理事会を代行するようになった経緯を尋ねた。リビ
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アック氏は、その当時、まだ活動に参加していなかったということでかならずしも明確な回答は得られなかっ

たが、当時の代表が1998年に行政から資金を得てピア・サポートの事業を展開し始めたが、急速に事業の展開

を進めたために運営に行き詰まり、その代表がＢＶＴＡを去ったからではないかと思うとのことであった。

　筆者は、質問のなかで、ＢＶＴＡがＣＭＨＡの“傘の下に入った”という表現を使った。それに対して、リ

ビアック氏は、“それは違う！　私たちは傘の下に入ってなんかいないよ！　自分たちのことは自分たちでして

るんだ！　たとえば、今日、あなたを迎えることもＣＭＨＡのほうにいちいち伺いを立てているわけじゃない

んだよ！”と筆者の言葉にかなり強い口調で異議を申し立てた。それは筆者にとって、リビアック氏の当事者

事業に対する想いを感じる情緒・感情的な体験であった。論理や理論ではない、そのような想いが、当事者事

業の自律性を支えているのではないだろうかと筆者は感じた。そして、そのような情緒・感情の表出がセルフ

ヘルプ・グループ、そして当事者事業、オルタナティブ・ビジネスの基本的な過程を支えているのではないか

と考えた。

（２）「クレイジー・クックス」�

　トロントから北東に長距離バスで２時間ほどのところにあるピーターボロ市で、2000年に「クレイジー・ク

ックス」（Crazy Cooks）というオルタナティブ・ビジネス団体がケータリング業を開始した。1998年、ＯＣＡ

Ｂがプレゼンテーションを行ったあとにビジネスの可能性を話し合うグループが結成され、さまざまなアイデ

ィアが検討されたが、最終的にケータリング業をおこなうことになった。2000年に開業後、経営困難から2001

年の夏は閉店するが、同年12月に営業を再開し（Ontario Council of Alternative Businesses, 2002）、2005年の時

点で約20人の従業員を抱えていた（Senate of Canada, 2005）。ＯＣＡＢは継続したサポートをおこなっていた。

　一方、オンタリオ州では、先述したように2004年以降、「地域保健統合ネットワーク」システムの構築が進

められた。そして、このような地方分権化されたシステムの実施に伴い、州政府は、「トロント中央ＬＨＩＮ」

の管轄下に置かれているＯＣＡＢが越境して「中央東ＬＨＩＮ」の管轄下に置かれている「クレイジー・クッ

クス」をサポートすることを認めず、「クレイジー・クックス」に対するサポートを「中央東ＬＨＩＮ」管内

にある、精神保健領域の専門機関である「カナダ精神保健協会」（ＣＭＨＡ）のピーターボロ支部に委ねるよ

うＯＣＡＢに求めた。そのため、精神障害当事者の間で州政府に対する抗議運動が展開された。

　ＯＣＡＢは、ＣＭＨＡではなく、「中央東ＬＨＩＮ」管内にある当事者団体「サバイバー精神医療アドボカ

シー・ネットワーク」（Survivors Psychiatric Advocacy Network：ＳＰＡＮ）が「クレイジー・クックス」への

サポートを継承することを提案し、州政府がそれを認めるよう主張をおこなった。ＯＣＡＢは、2007年３月の

「当事者情報センター」（Consumer/Survivor Information Resource Centre）のニュースレターにおいて自分た

ちの主張と抗議用のサンプルレターを掲載し、読者に抗議活動を呼び掛けた。サンプルレターには「当事者事

業を、当事者活動の領域ではなく、メインストリームの精神保健機関の手に移すという最近の傾向に私たちは

危機感を持っている。当事者団体は、ピア・サポートを提供すること、オルタナティブ・ビジネスを運営する

こと、そして、リカバリーと自己決定をめぐることがらを体験に基づいて真に理解することにおいて大きな専

門性を発揮しているのだ」（McFarlane & Brown, 2007）と記されている。また、１ヶ月後の同ニュースレター

においては、「当事者情報センター」のスタッフによって、「ピア・サポートの重要性を認めるという話や『リ

カバリー』と健康のためには当事者事業や当事者主導のビジネスが重要であるという話のすべてについて、実

際に現場でおこったことはこれらの言葉が空疎であり嘘であったことを証明している」（Helen, 2007）といっ

た厳しい批判がおこなわれた。抗議活動はオンタリオ州の外にも広がり、西海岸のブリティッシュ・コロンビ

ア州の当事者団体、「バンクーバー・リッチモンド精神保健ネットワーク」（Vancouver Richmond Mental 
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Health Network）のニュースレターにおいてはその代表が、「今回の経験を通して私たちのコミュニティに明

らかになったのは、メインストリームの精神保健機関が私たちから力を奪い（disempowering）、私たちにステ

ィグマを与えること、そして、このような２つの団体を合併させてしまうことが無責任かつ怠慢であるという

ことだ」（Friday, 2000）という「全国精神保健ネットワーク」（National Network for Mental Health）の代表の

言葉を引用し、「クレイジー・クックス」の事件に対するオンタリオ州政府の態度を批判している。

　一方、ＣＭＨＡのピーターボロ支部は、精神障害当事者の就労支援プログラムの一つとして、小ビジネス（small 

business）を展開していた。精神障害当事者がそれぞれの職場でパートタイムの従業員として働き、「小ビジネ

ス・アシスタント」（Small Business Assistant）と呼ばれるＣＭＨＡのスタッフが従業員へのサポートやビジネ

スのマネージメントをおこなっている。ＣＭＨＡは、2005年４月に、大規模スーパーマーケット（Price Chopper）

の一角でコーヒーやホットドッグなどを販売するカウンター、「コーヒー・プラス」（Coffee Plus）５をオープン

させた６。引き続き、2006年10月には、スポーツセンター（Peterborough Sport & Wellness Centre）の一角で

コーヒーやサンドウィッチなどを販売する、「コーヒー・プラス」の２号店をオープンさせた。あわせて10名

の精神障害当事者がこれらの２つの店においてパートタイムの従業員として働いていた（2007年６月の時点）

７。�

　そして、先述の「クレイジー・クックス」は、2007年にＯＣＡＢの手を離れてＣＭＨＡに就労支援プログラ

ムとして吸収され、３つ目の小ビジネス「ケータリング・プラス」（Catering Plus）８が生まれた。

４．今後の研究に向けて�

　精神障害当事者が経営していたオルタナティブ・ビジネスがＣＭＨＡなど、精神保健の専門機関に就労プロ

グラムの一つとして吸収されるという現象は、本稿で示した団体以外の団体についても生じている。なぜその

ような現象が生じているのか、また、従業員も含め、さまざまな立場の人びとがそのような現象をどのように

意味づけているのかについては、今後、それぞれの事例ごとにていねいに調べていく必要がある。けっして“病

気を持っている人びとにはビジネスは無理である”という医学モデル的な言説にとらわれることなく、社会的

な視点を持って分析をおこなう必要があるだろう。そして、その際に、当事者事業の団体と専門機関との間で

活動の主導権をめぐる政治的なせめぎあいが生じており、当事者事業が専門機関の勢力下に置かれることに対

する抵抗が存在するということを見落としてはいけないと考える。“パートナーシップ・モデル”という耳触

りのよい言葉で覆い隠されがちな側面に目を向けて研究を進める必要がある。
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注�

１　筆者は、松田（2007）において、「1991年に36の当事者事業に対して310万カナダドルを投入」と記したが、

筆者の単純な勘違いによる誤りである。ここにお詫びしたい。

２　当時はまだオルタナティブ・ビジネスという語は精神障害当事者の間で使われていなかったようである。

いつ頃からオルタナティブ・ビジネスという語が使われるようになったのかは不明であるが、1996年に発

行されたＣＳＤＩの冊子ではオルタナティブ・ビジネスという語が見られる。

３　トロントにおけるオルタナティブ・ビジネスの活動の様子を描いた日本語の文献としては、筆者が執筆し

たもの以外に、霧島（2007）、佐倉（2006）、菅谷（2003）、全国ピアサポートネットワーク準備会（2004）、

月崎（1998）、『ゆうゆう』編集委員会（2007）がある。 

４　以下の２つの事例についての情報のうち、出典が示されているもの以外の情報は、筆者が、2008年９月３

日（「コーヒー・プラス」［第１号店、第２号店］、「ケータリング・プラス」、ＣＭＨＡピーターボロ支部）、

４日（ＢＶＴＡ）、８日（ＯＣＡＢ）にそれぞれの団体を訪問し、スタッフへのインタビューを通して得

たものである。

５　PlusはPeople Learning Useful Skillsの略であるとされる（「コーヒー・プラス」［１号店］の店頭に掲示し

てあった文書より）。

６　スーパーマーケットのオーナーのショーン・ウィルソン（Shawn Wilson）氏およびスタッフは、「コーヒ

ー・プラス」への協力が認められ、2006年、職場における精神保健に貢献した人物に贈られる「ワーク・

アンド・ウェルビーイング賞」（Work and Well-Being Award）をオンタリオ州のＣＭＨＡより受けた。

７　「コーヒー・プラス」（１号店）の店頭に掲示してあった文書より。

８　ＯＣＡＢのスタッフ、パット・ファウラー（Pat Fowler）氏によれば、「クレイジー・クックス」が吸収さ

れる際に、ＯＣＡＢはＣＭＨＡに対して「クレイジー・クックス」という名称を用いないように求めたと

のことであった。�
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The development of consumer/survivor-run business initiatives 
informed by the principle of mutual help:
Alternative Businesses in Ontario, Canada

Hiroyuki Matsuda

Osaka Prefecture University

Abstract

　This essay delineates the outline of mental health consumer/survivor initiatives in Ontario, Canada and 

discusses how the principle of mutual help functions in consumer/survivor-run business initiatives called 

Alternative Businesses. The political relationship between an Alternative Businesses organization and a 

professional agency is examined by illustrating the two cases of Alternative Business organizations.

Key words: self-help group, Alternative Business, Canada


